令和７年度おおさか農政アクションプラン検討部会　議事概要

【日　　時】　令和８年３月５日（木）　１０：００～１２：００
【場　　所】　大阪府庁新別館北館１階会議室兼防災活動スペース３
【出席委員】　藤田部会長、髙井委員、山口委員、横井委員、渡邊委員

【内　　容】
１　事務局説明
　■「おおさか農政アクションプラン」の進捗状況・大阪農業を取り巻く情勢について
　■次期AP検討の視点整理・府の取組方向性について

２　委員の主な意見
■次期プランの位置づけ・視点
・農業振興地域だけでなく、市街化区域も対象区域にすれば画期的なプランになるのではないか。
　・地域計画の結果を今後の農業にどのように生かしていくのかという視点が重要。

■取組の方向性　＜担い手に関すること＞
○企業参入の促進
・企業、団体をいかに大阪農業の担い手の中に巻き込んでいくのかという視点で今後議論が必要。

○新規就農促進に向けた体制づくり
・資金面と農地探しをサポートする体制があれば、都市部で人口や売り先がある大阪では就農者がどんどん増えるのではないか。
・雇用就農の受入が可能な経営の体制や基盤が整っている農業経営体が少ないので、大きい経営体を伸ばして、そこに雇用される就農者を増やしていく構造が必要ではないか。

○多様な担い手の確保
・新規就農の年齢幅を広げ、60代前後やそれ以上の方にも就農してもらうことを考えていく必要がある。（ただし、企業としては、高齢の方の雇用は猛暑等による労災のリスクが高い面がある。）
・年齢層に応じて、色々な関わり方で大阪農業を支えてくれる人たちがいるという発想で、多様　な担い手をどう確保していくのかについて議論が必要。

○人材育成
・どういう人を育ててもらいたいのかという農業現場のニーズが、大学の人材育成の現場に届いていない。やりたい人とのマッチングがうまくいっていないのではないか。

　○新規就農者の品目選定
・社会情勢や新規就農者の想い、流通環境等を考慮し、行政や流通事業者等を含めた体制で品目選定のサポートをしていくことが重要。

　■取組の方向性　＜重点品目・産地づくり等に関すること＞
〇米の位置づけ
・大阪エコ農産物の重要な品目でもある米について、消費者意識の変化や農地の総量をどう守るかという視点からも、きちんと位置付ける必要がある。

　○大阪での産地づくり、特徴付け
・大阪における農業という産業基盤を強固なものとし、持続可能な農業をするために、どの地域で何を作って、どういう経営体を作るのかをまず具体的に考えていく必要がある。
　・なにわの伝統野菜など、守られてきたものということ以外の栄養価などの特徴を際立たせていくと良いのではないか。

○大阪エコ農産物等の高付加価値化
・大阪エコ農産物をどうしていくのか、大阪農業への位置づけを含め、今一度検討するべき。
・販売先について、首都圏のマーケットや輸出等、府内で処理する以外の選択肢の検討が必要。

■取組の方向性　＜農業DX・GXに関すること＞
○DX（デジタルトランスフォーメーション）
・都市農業でのスマート化を考える時は、農福連携を含め農業で働きたい人がいるので、できるところとできなくてもいい部分をうまくアジャストできるように検討する必要がある。
　・大阪にはロボティクスなどの最先端の研究等を含め、色々な資源があるので、農業先進地域をめざして、府がどう後押しできるのかという発想も入れ込むべき。

　○GX （グリーントランスフォーメーション）
・国や国際的な観点からも取組は必要不可欠であり、何らかの形で目標設定が必要ではないか。

■取組の方向性　＜府民に対しての取組に関すること＞
○消費者へのアプローチ
・大阪は近隣に消費者が圧倒的に多く、販売店から加工会社までのバリューチェーンが整っており、関係事業者が足並みを揃えれば、非常に可能性のある農業ができる。
・大阪産(もん)需要拡大に向けて、未来を担う20代・30代への年代別アプローチを検討すべき。

○関係人口を増加する取組
・観光施策として、インバウンドに対象を限定せず、どうやって府民との接点や裾野を広げていくのかという視点からの取組が必要。
・都市と農村との交流的な位置づけで棚田の保全活用を考え、関係人口増加に導いていくような視点が必要。
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